
提言 1 地方自治体間の連携 国・地方自治体

地方自治体間が連携する「水平補完」による災害対応支援活動の制度的枠組の創設

☞ 取組項目No. １、２参照 ポスト2015防災枠組　優先行動２（災害リスク管理のためのガバナンス・
制度の強化）

提言 2 医療・福祉 地方自治体・関係機関

地方自治体と医療・福祉関係機関等との連携・協力体制の構築

☞ 取組項目No. ３、10、
　　　　　　　　11参照

ポスト 2015 防災枠組　優先行動３（経済的・社会的・文化的・環境的
強靭性への投資）

○ 東日本大震災津波では、岩手県内陸部の遠野市（津波被害のあった沿岸部まで約 40km）が設置した
後方支援拠点が、津波で甚大な被害を受けた沿岸市町村を支援する拠点として、いち早く有効に機能
しました。これは、災害発生前から遠野市が独自に支援計画の策定・実地訓練・支援体制の整備を行っ
ていたことによるものです。

○ 岩手県としても、東日本大震災津波の教訓を踏まえ、岩手県で大規模災害が発生した場合に多方面か
らの人的・物的支援を十分に生かし災害対応を行うことができるよう、また、他地域において大規模
な災害が発生した場合にあっても岩手県が的確に被災地を支援できるよう、受援・応援体制や手続き
等を定めた「岩手県災害時受援応援計画」を一早く策定し、受援応援体制を構築しました。

○ 災害対応力の向上のためには、災害時に派遣される職員への専門的な訓練等の実施や、災害発生時に
おける迅速な活動開始を目的とした事前の支援拠点の指定などを盛り込んだ、地方自治体間が連携す
る「水平補完」による災害対応支援活動の制度的枠組の創設が効果的であると考えます。

○ 岩手県では、東日本大震災津波発災前から、岩手医科大学、岩手県医師会、岩手県社会福祉協議会な
ど医療・福祉の関係機関・団体等と県が日頃から連携・協力体制を構築していました。発災後は、こ
の体制が有効に機能し、地域の要請をもとに医療チームの派遣、医療機関の支援等を行う「岩手災害
医療支援ネットワーク」の設置や岩手県医師会による陸前高田市への仮設診療所の開設などの地域医
療支援が行われています。

○ また、岩手県では、災害時に避難所等で高齢者や障がい者などの要配慮者の福祉的な支援を行う「災
害派遣福祉チーム」の派遣体制の整備を官民学共同で進めており、様々な分野で効果的な応急対応の
備えが着実に進んでいます。

○ 大地震などの災害発災時、地方自治体のみでは対応しきれない専門的、かつ、幅広い被災者のニーズ
へのきめ細かな対応を可能とし、被災者に寄り添った支援を行うためには、平常時から地方自治体と
医療・福祉等の関係機関・団体等との間で、災害対応業務に関する連携・協力体制を構築しておくこ
とが必要です。

後方支援拠点となった遠野運動公園で活動を展開する陸
上自衛隊

被災地域に派遣された医療チーム東京消防庁航空隊による物資輸送 災害派遣福祉チーム員の養成研修

56 57


